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御委員会の平成２２年８月１６日付「金融商品会計基準（金融資産の分類及び測定）の見直しに関
する検討状況の整理」（以下「ＤＰ」）について、当職の私見を送付いたします。なお、下記見解は、
当職が職業的専門家の立場に基づいて一個人として表明するものであり、当職の勤務先企業等の見解
を示すものではないことをご了解ください。 
 
１． ＩＦＲＳ９とのコンバージェンスについて 

ＩＡＳＢが 2009 年 11 月 12 日に公表したＩＦＲＳ９はＥＵの承認が終了しておらず、会計基
準として不整合を抱えたままである。これに加え、ＩＦＲＳ９に規定される「ビジネスモデル要
件」はバーゼル銀行監督委員会（ＢＣＢＳ）が昨年 12月 17日に公表した「流動性リスク計測、
基準、モニタリングのための国際的枠組み」（原題：International framework for liquidity risk 
measurement, standards and monitoring）に示されたＬＣＲ、ＮＳＦＲに基づく銀行の監督に基づき、
我が国の金融機関が保有する運用有価証券の大部分は公正価値の変動をＰ／Ｌに計上するという
現行の売買目的有価証券と類似した会計処理を取らざるを得なくなる可能性がある。従って、そ
もそもこのような低品質かつ不整合を抱えた会計基準へのコンバージェンスを行うべきではない。 

 
２． ＩＦＲＳ９の欠陥 
（１） 償却原価で測定する区分について 

① 償却原価で測定する区分を設置する目的 
各種報道内容及び欧州金融機関の経営分析結果等を踏まえると、そもそもＩＦＲＳ９が償
却原価区分を設置する目的は、高レバレッジに苦しむ欧州金融機関の保有する巨額の証券化
エクスポージャー等の「テインティング規定」を削除することにあると考えられる。かかる
政治的動機を踏まえるのであれば、従って、償却原価で測定する区分を創設するのであれば、
現行の満期保有目的の債券に求められている「テインティング規定」を削除すべきではない。 

② 契約キャッシュ・フローの要件 
現行の我が国の会計基準上、満期保有目的の債券に区分する要件にせよ、複合金融商品を
区分処理しなくて良い要件にせよ、契約上元本が毀損しないことが重要である。ＩＦＲＳ９
においてはこの「元本要件」が廃止され、「利息要件」が代わりに導入された。しかし、利
息要件に照らして、インフレリンク（ＩＬやＴＩＰｓ）や証券化エクスポージャーといった、
元本毀損リスクが存在する金融商品が償却原価で区分できる一方、ＣＭＳやリバースフロー
タといった元本毀損リスクの存在しない金融商品は公正価値区分となってしまう。このキャ
ッシュ・フロー要件は、欧州金融機関が保有している金融商品を償却原価に区分することを
後付で容認するために作られた定義に過ぎず、普遍性は全くない。 
ＩＦＲＳ９にどうしてもコンバートしたければ、償却原価で測定する区分の要件に「利息
要件」（元本が存在する一定期間における貨幣と信用リスクの時間価値）に代わって「元本
要件」（契約上元本が毀損しないことが明確であること）を復活させるべきである。 
特に、ウォーターフォール構造を有する証券化商品については、ＢＣＢＳが 2009 年 7 月

13 日に公表した「バーゼルⅡの枠組みの強化」（原題：Enhancement to the Basel II 
framework）上の取扱と平仄を合わせ、償却原価区分での保有を認めるべきではない。 

 
（２） ＯＣＩオプションについて 

① 債券やファンド 
ＯＣＩオプションという例外規定を設けるのであれば、ＦＡＳＢのＥＤ２０１００６との
整合性も踏まえ、債券や投資信託（ファンド）についてもＯＣＩオプションを設けるべきで
ある。 

② ＯＣＩオプションの売却損益 
ＯＣＩオプションを採用した場合の売却損益をＯＣＩに表示し、リサイクリングを認めな
いという会計処理に理論的な整合性は全く存在しない。売却損益は当然、当期純利益に計上
すべきである。 

 
上記、駄文ではございますが、ご査収の上ご参照下さいますよう、何卒よろしくお願いいたします。 
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